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流 山 市 「 公 共 施 設 の 使 用 料 設 定 に 当 た っ て の 基 本 方 針 」（ 案 ）  

 
Ⅰ  基 本 方 針 作 成 の 趣 旨  

 流 山 市 で は 、 市 民 ニ ー ズ に 対 応 し た 多 く の 公 共 施 設 が 整 備 さ

れ 、 市 民 生 活 に 欠 か せ な い 重 要 な 施 設 と し て 、 管 理 運 営 さ れ て

い ま す 。  
 し か し 、 使 用 料 に つ い て は 、 長 年 に わ た っ て 据 え 置 か れ て き

た も の も 多 く 、 社 会 経 済 状 況 の 変 化 等 を 踏 ま え た 適 正 な 見 直 し

が 必 要 と な っ て い ま す 。  
ま た 、 有 料 施 設 と 無 料 施 設 が あ り 、 施 設 間 格 差 の 是 正 を 図 る

こ と も 必 要 と な っ て い ま す 。  
 そ こ で 、 市 で は 市 民 が 利 用 す る 公 共 施 設 の 使 用 料 設 定 に 当 た

っ て の 基 本 的 な 考 え 方 を 整 理 し 、統 一 的 な 指 標 を 得 る た め 、「公

共 施 設 の 使 用 料 設 定 に 当 た っ て の 基 本 方 針（ 案 ）」を 策 定 し た も

の で す 。  
 
 

Ⅱ  ３ つ の 基 本 方 針  
 「 受 益 者 負 担 の 原 則 」、「共 通 的 な 使 用 料 算 定 方 法 の 確 立 」、「減

免 基 準 の 見 直 し 」 の ３ 点 を 基 本 方 針 と し て 位 置 付 け ま す 。  
 
第 １  受 益 者 負 担 の 原 則  
 施 設 を 利 用 す る 人 に は 施 設 使 用 に 当 た っ て の 光 熱 水 費 等 の コ

ス ト に 対 し 応 分 の 負 担 を し て い た だ く こ と が 必 要 で あ る と 考 え

ま す 。  
 そ こ で 、「 受 益 者 負 担 の 原 則 」を 基 本 方 針 の 第 １ と し 、受 益 者

負 担 を 徹 底 し 、 原 則 、 全 て の 公 共 施 設 に 使 用 料 を 設 定 し ま す 。  
 た だ し 、 法 令 に よ り 使 用 料 を 徴 収 で き な い な ど 、 使 用 料 な ど

を 設 定 し な い こ と に 合 理 的 な 理 由 が あ る 施 設 に つ い て は 例 外 と

し ま す 。 ま た 、 福 祉 会 館 等 の 社 会 福 祉 施 設 は 施 設 の 設 置 目 的 か

ら 対 象 外 と し ま す 。  
 
第 ２  共 通 的 な 使 用 料 算 定 方 法 の 確 立  
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 使 用 料 算 定 の 方 法 を 、 共 通 的 な も の と し て 、 明 ら か に す る こ

と は 、 利 用 者 自 身 が 負 担 す る 使 用 料 の 根 拠 を 知 る 上 で 重 要 な こ

と だ と 考 え ま す 。 そ こ で 、 市 民 に わ か り や す い 使 用 料 の 算 定 方

法 と し て 、 統 一 的 な 方 法 で 把 握 し た 原 価 （ 施 設 の 利 用 に 係 る 費

用 ） に よ る 方 式 を 基 本 方 法 と し ま す 。  
 
( 1 )  原 価 に つ い て  

 原 価 （ 施 設 の 利 用 に 係 る 費 用 ） に つ い て は 、 施 設 の 維 持 管 理

や 運 営 等 に 要 し た １ 年 分 の 費 用 を 、 表 １ の 項 目 に よ り 把 握 し ま

す 。  
 な お 、 計 算 に 当 た っ て は 、 施 設 の ロ ビ ー や 通 路 等 の 共 用 ス ペ

ー ス に 係 る 経 費 、 施 設 で 行 わ れ る 催 し な ど に 要 す る 経 費 に つ い

て は 除 外 し た 上 で 表 １ の 費 用 を 対 象 と し ま す 。  
【 表 １  施 設 の 維 持 管 理 や 運 営 等 に 要 す る 費 用 の 項 目 】  

項  目  説        明  
物件費  光熱水費、委託料（指定管理料含む）、賃借料など施

設の維持管理や運営に係る経費  
維持補修費  修繕料や、維持補修工事費など施設の維持補修に係

る経費  
補助費等  火災保険料、運営上必要となった謝礼金、施設の維

持管理など  
【 特 記 事 項 】  

・ 複 合 施 設 の 取 扱 い  ： 施 設 全 体 に 係 る 光 熱 水 費 や 委 託 料 等 も

あ る こ と か ら 、 そ の 場 合 に は 、 当 該 施

設 分 の み を 算 入 し ま す 。  
 

1 )  会 議 室 等 の 利 用 の 場 合 の 原 価 計 算  
  会 議 室 の 利 用 の よ う に 、 あ る 一 定 の 部 屋 （ 区 画 ） を 、 貸 切 り

で 利 用 す る 場 合 に つ い て は 、 表 ２ に よ り 対 象 施 設 の １ ㎡ ・ １ 時

間 当 た り の 原 価 を 計 算 し 、 類 似 施 設 の 平 均 値 を 求 め て 共 通 の １

㎡・１ 時 間 当 た り の 原 価 を 算 出 し ま す 。そ れ に 貸 出 面 積 を 掛 け 、

１ 時 間 当 た り の 原 価 を 算 出 し ま す 。 算 出 し た 額 が ５ ０ 円 を 超 え

る 場 合 は ５ ０ 円 ご と に 端 数 を 切 捨 て 、 ５ ０ 円 未 満 の と き は ５ ０

円 と し ま す 。  
以 上 に よ り 算 出 し た １ 時 間 当 た り の 原 価 に 貸 出 時 間 を 掛 け て

使 用 料 の 原 価 を 計 算 し ま す 。  
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表 ２  
施設の年間維持管理経費÷施設面積÷年間使用可能時間＝１㎡・１時間当たりの原価 

※ こ れ を 基 に 類 似 施 設 の 平 均 値 を 求 め 、 １ ㎡ ・ １ 時 間 当 た

り の 共 通 原 価 を 算 出 し ま す 。   
年間使用可能時間＝（３６５日－年間休館日）×開館時間／日 

 
１㎡・１時間当たりの原価（共通原価）×貸出面積＝１時間当たりの原価 

 
１時間当たりの原価×貸出時間＝使用料の原価（使用料の目安） 

 
2 )  体 育 施 設 ・ ギ ャ ラ リ ー 等 の 場 合  
 体 育 施 設 ・ ギ ャ ラ リ ー 等 に つ い て は 、 個 々 の 施 設 に よ っ て 利

用 区 分 や 時 間 区 分 な ど の 利 用 形 態 が 異 な る と い う 特 殊 性 か ら 、

会 議 室 等 の よ う に 一 律 に 利 用 料 金 を 算 出 す る こ と は 困 難 で す 。  
  そ こ で 、 体 育 施 設 ・ ギ ャ ラ リ ー 等 に つ い て は 近 傍 類 似 施 設 の

料 金 を 参 考 に し 、 急 激 な 負 担 増 を 避 け る た め に 表 ７ 及 び 表 ８ に

定 め る 改 定 上 限 率 の 考 え 方 を 導 入 し て 、 適 正 な 料 金 の 設 定 を 行

う こ と と し ま す 。  
 
 3) 公共施設の駐車場の場合  
  公 共 施 設 の 駐 車 場 に つ い て は 、 施 設 利 用 目 的 以 外 の 駐 車 を 排

除 し て 、 施 設 利 用 者 の 利 便 性 を 高 め る こ と 及 び 受 益 者 負 担 の 考

え か ら 、 有 料 化 を 段 階 的 に 進 め て い く と と も に 、 近 傍 類 似 施 設

の 料 金 を 参 考 に し な が ら 、 適 正 な 料 金 の 設 定 を 行 う こ と と し ま

す 。た だ し 、大 型 バ ス 及 び マ イ ク ロ バ ス の 駐 車 料 金 に つ い て は 、

す で に 「 流 山 市 都 市 公 園 条 例 第 １ ７ 条 第 ４ 項 別 表 ５ 」 に 規 定 さ

れ て い る こ と か ら 、 こ れ を 準 用 し ま す 。  
 
 
 4) 自転車駐車場の場合  
  施設の態様、維持管理費等を勘案して、適正な料金の設定を行うこと

とします。なお、自転車駐車場については、現行の登録手数料から、新
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たに施設使用料としての徴収方式となりますことから、今回は改定上限

率の適用対象外とします。  
 
 
第３  無 料 ・ 減 免 基 準 の 見 直 し  

 使 用 料 の 無 料 ・ 減 免 基 準 は 、 施 設 の 利 用 促 進 な ど に 一 定 の 効

果 を あ げ て い ま す 。 し か し な が ら 、 利 用 の ほ と ん ど が 無 料 や 減

免 と な る よ う な 制 度 は 、 本 来 的 な 負 担 の 公 平 性 を 損 な う 恐 れ が

あ り ま す 。そ こ で 、こ れ ま で の 無 料・減 免 基 準 の 見 直 し を 図 り 、

今 後 、 減 免 基 準 を 適 用 す る 場 合 に は 、 わ か り や す く 、 誰 か ら み

て も 必 要 と 考 え ら れ る 範 囲 に 限 定 し ま す 。  
 
( 1 )  新 し い 減 免 基 準  

 利 用 者 の 活 動 内 容 等 に 基 づ く 、 無 料 ・ 減 免 基 準 に つ い て は

見 直 し を 図 り ま す 。  
 今 後 、 減 免 規 定 を 適 用 す る 場 合 に は 、 原 則 と し て 下 記 の 表

３ 、 表 ４ 、 表 ５ 、 表 ６ を 基 準 と し て 対 応 を 図 り ま す 。  
表 ３  【 団 体 利 用 】  

区     分  減 免 の 内 容  備      考  
・市が利用する場合  
・当該施設の管理運営団体が利用す

る場合  
・市内の保育所、幼稚園、小学校、

中学校又は高等学校が教育・保育
活動を行うため利用する場合  

免除  

・行政目的及び管理運営団体が公共的目
的で利用する場合に限る。  

・幼児・児童等を対象に教育・保育活動
を行うための利用に限る。  

・市が共催する場合  
・市内の高校生以下の児童・生徒、

高齢者、障害者が構成員の過半数
を占める団体が利用する場合。  

２分の１減額  

・子どもの健全育成を図るため。  
・障害者の社会参加の促進を図るため。 
（ 介 助 者 の 免 除 は 障 害 者 が 個 人 で 利 用

する場合に適用。）  
 

 
・その他市長が必要と認める場合  
 

減額  
又は免除  

 
・適用する場合は、理由を明確にする。 
 

 

表 ４  【 個 人 利 用 】  
区     分  減 免 の 内 容  備     考  

 
・市内の高校生以下の児童・生徒が

利用する場合  
 

小 ・ 中 ・ 高 校
生 の 料 金 を 設
定しない場合  
２分の１減額  

・小・中・高校生の料金を設定する場合
は、一般の２分の１とする。  

・子どもの健全育成を図るため。  
・高校生の居場所づくり、健全育成を図

るため。  
 
・市内の高齢者・障害者が利用する

場合  
２分の１減額  
介助者免除  

・障害者の社会参加の促進を図るため。 
・高齢者の体力向上及び健康維持の面か  

ら 、 特 に 利 用 の 促 進 を 図 る 施 設 に 適
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用。  
 

表５ 【駐車場利用】  
区     分  減 免 の 内 容  備     考  

・市又は教育委員会が主催又は共催
す る 事 業 の 事 業 者 及 び 講 師 の 来
場  

・障害者手帳を交付されている者及
びその介護者の来場  

・公的機関の職員等で公務で来場し
た者  

・教育・保育活動に伴って来場した
児童、生徒の引率者  

・市又は教育委員会が招へいした者
の来場  

・その他市長及び教育委員会が必要
と認める者の来場  

 
免除  

・行政が主催又は共催する事業に伴う事
業者及び講師が利用する場合に限る。 

・障害者の社会参加の促進を図るため。 
・公的機関の職員等が公務で来館し、利

用する場合に限る。  
・幼児・児童・生徒を対象に教育・保育

活動を行うための利用に限る。  
・市又は教育委員会が招へいした者が利

用する場合に限る。  

 

表 ６  【 自 転 車 駐 車 場 利 用 】  
区     分  減 免 の 内 容  備     考  

・生活保護法の扶助を受けている者
及び同一世帯に属する者の利用  

・都道府県知事から身体障害者手帳
を交付されている者の利用  

・児童相談所又は知的障害者更正相
談 所 に お い て 知 的 障 害 と 判 断 さ
れた者の利用  

 

免除  

 

 

( 2 )  市 外 料 金 の 設 定  
   市 外 の 団 体 ・ 個 人 の 利 用 に 当 た っ て は 、 原 則 と し て 市 外 料

金 （ ２ 倍 を 目 安 ） を 設 定 し ま す 。  
 
Ⅲ  急 激 な 負 担 増 へ の 配 慮  

 上 記 に よ り 算 出 さ れ た 使 用 料 が 現 行 の 使 用 料 を 大 幅 に 上 回 る

場 合 は 、 急 激 な 負 担 増 を 避 け る た め 、 使 用 料 が 段 階 的 に 上 昇 す

る よ う 配 慮 が 必 要 で す 。  
そ こ で 、 以 下 の よ う な 対 応 を 図 る こ と と し ま し た 。  

① 団 体 利 用 の 場 合  
急 激 な 負 担 増 を 避 け る た め 、 改 定 上 限 率 の 目 安 を 設 定 し ま す 。  
 

   表 ７  
現   行    料    金  改定上限率  

２５０円以下  １００％  
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２５０円を超え５００円以下  ８０％  

５００円を超え１，０００円以下  ５０％  

１，０００円を超え３，０００円以下  ４０％  

３，０００円を超え１０，０００円以下  ３０％  

１０，０００円を超える  ２０％  

② 個 人 利 用 の 場 合  
個 人 で 利 用 す る 施 設 に つ い て は 、 改 定 分 が そ の ま ま 利 用 者 一 人

当 た り の 負 担 増 に つ な が る こ と か ら 、 上 記 と は 別 に 改 定 上 限 率

の 目 安 を 設 定 し ま す 。  
  表 ８  

現   行    料    金  改定上限率  

１００円以下  １００％  

１００円を超える  ５０％  

※ 表 ７ 及 び 表 ８ に よ る 改 定 後 の 使 用 料 の 単 位 は 、 ５ ０ 円 単 位 を 基

本 と し ま す 。  
 
 
Ⅳ  そ の 他 附 則 事 項 に つ い て  

（ １ ） 今 後 、 市 民 が 利 用 す る 公 共 施 設 使 用 料 の 設 定 及 び 改 定 に

当 た っ て は 、 本 基 本 方 針 を 踏 ま え て 検 討 す る こ と と し ま

す 。  
（ ２ ） 使 用 料 の 見 直 し は 、 原 則 と し て ３ 年 毎 に 行 い ま す 。  
（ ３ ） 本 基 本 方 針 の 見 直 し に つ い て は 、 社 会 情 勢 及 び 経 済 情 勢

の 変 化 等 を 踏 ま え て 、 必 要 に 応 じ て 行 い ま す 。  
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参考資料  
 
公共施設の使用料設定にあたっての基本方針（案）に基づく会議室等の使用料

算出結果について  
 
１ 対象施設の１㎡・１時間当たりの原価について  
 算出方法  

施設の年間維持管理費÷施設面積÷年間使用可能時間＝１㎡・１時間当たりの原価  

 算出結果  
北部地域図書館  ２．０５円  
コミュニティプラザ  ２．０８円  
リサイクルプラザ  ２．１５円  
公民館・市民会館・南流山センター  ８．２３円  
    平均（共通原価）  ３．６３円≒３円  

 
２ 貸出施設の１時間当たりの原価について  
 算出方法  

１㎡・１時間当たりの原価（共通原価）×貸出面積＝１時間当たりの原価  
 算出結果  

北部地域図書館の場合  
 共通原価  貸出面積  １時間当たり  

の原価  
５０円単位で

端数を切捨て  
会議室１   ３円   ４８㎡  １４４円   １００円  
会議室２   ３円   ４９㎡  １４７円   １００円  
和室   ３円   ５６㎡  １６８円   １５０円  
大会議室   3 円  １２０㎡  ３６０円   ３５０円  

 
 

 
３ 貸出単位ごとの施設の使用料の原価（使用料の目安）  
 算出方法  

１時間当たりの原価×貸出時間＝使用料の原価（使用料の目安）  
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 算出結果  
北部地域図書館の場合  
 １時間当た

りの原価  
貸出時間  

９時～１２時  
貸出時間  

１２時～１５時  
貸出時間  

１５時～１８時  
会議室１   １００円   ３００円    ３００円   ３００円  
会議室２   １００円   ３００円    ３００円   ３００円  
和室   １５０円   ４５０円    ４５０円   ４５０円  
大会議室   ３５０円  １０５０円  １０５０円  １０５０円  

 
 貸出時間  

１８時～２１時  
会議室１   ３００円  
会議室２   ３００円  
和室   ４５０円  
大会議室  １０５０円  

 


